
  

 
  

 
 

 
 
 
 

  消費税簡易課税の事業区分の改正 

Ｑ：消費税の簡易課税制度の事業区分が改

正されたそうですが、どのようになったので

すか？  

 

Ａ：日本標準産業分類の改定に合わせて、

消費税の事業区分も見直しがされました。 

【解説】 

日本標準産業分類が平成19年11月に改定さ

れ、今年の４月調査から適用されています。 

改定の主なものには、次のものがあります。 

● 大分類項目の見直し 

①「不動産業，物品賃貸業」の統合・新設 

ファイナンス・リースを含む「物品賃貸業」

の活動が、売買，賃貸，管理といった「不

動産業」の活動により近くなったこと、近

年、不動産リースが行われていることなど

を踏まえ、Ｑ－サービス業（他に分類され

ないもの）」の中分類「物品賃貸業」とＬ

－不動産業を統合し、新設されました。 

②「宿泊業，飲食サービス業」の統合・再

編・・・客の注文で調理した飲食品を提供

するテイクアウト・デリバリーサービス等

の比率が高くなったことを踏まえ、Ｊ－卸

売・小売業からそれらを分離し、Ｍ－飲食

店，宿泊業と統合し、新設されました。 

● 消費税の区分の見直し 

消費税では、これを受け、飲食サービスの

うち「主として客の注文に応じその場所で

飲食させる事業」は第４種とし、テイクア

ウトやデリバリーについては、製造小売業

として第３種として取り扱うこととされ

ました。 
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